
議案第 19 号

南島原市教育委員会会計年度任用職員職務規程の制定について

提案理由

令和 2年度から導入される会計年度任用職員制度について、南島原市教育委員会が
任用する会計年度任用職員の職務の内容等 (職務の内容、勤務時間及び服務を監督す
る者) について必要な事項を定め、もって会計年度任用職員の適正な職務の遂行を図
るため、規程を制定するもの。

令和 2年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市教育委員会会計年度任用職員職務規程
(目的)
第 1条 この訓令は、別に定めるもののほか、南島原市教育委員会が任用する会計年度任用職員 (地
方公務員法 (昭和25年法律第261号)第22条の 2第 1項に規定する会計年度任用職員をいう。以下
同じ。) の職務の内容等について必要な事項を定め、もって会計年度任用職員の適正な職務の遂
行を図ることを目的とする。
(職務の内容等)
第 2条 会計年度任用職員の職務の内容、勤務時間及び服務を監督する者は、別表のとおりとする。
(その他)
第 3条 この訓令に定めるもののほか、会計年度任用職員の職務に関し必要な事項は、南島原市教
育委員会教育長が別に定める。
附 則
この訓令は、令和 2年 4月 1 日から施行する。
別表 (第 2条関係)

職種又は職名 職務の内容 勤務時間
服務を監
督する者

1 用務員(小
学校又は中
学校に従事
する場合)

次に掲げる業務につき、配属された小学校又
は中学校の校長 (以下「校長」という。) が指
定すること。
(1) 新聞及び郵便物を受け取り、担当者に渡
すこと。

(2) 学校と支所等の間において、書類、物品
等を運搬すること。
(3) 校舎内外の指定された場所の清掃及び枝
のせん定を行うこと。
(4) 学校敷地及びその周辺において、ごみ、
雑草等を除去し、物品等を整頓すること。
(5) 学校敷地に花木等を植栽し、散水等を行
うこと。

(6) 来客等に湯茶を供すること。
(7) 指示された物品を購入すること。
(8) 指示された文書を印刷、複写及び製本を
行 うこと。

(9) 給食の受入れ及び運搬を補助すること。
(10) 検食用の給食を準備すること。
(11) 施設、設備等を見回り、戸締りを行うこ
と。

(12) その他校長が業務上必要と認めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 7時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定める
(ただし、深江小学校諏
訪分校に配属された学
校用務員の 1 日の勤務
時間は、休憩時間を除
き、4時間以内とし、午
前 7時40分から午後 4
時45分までの間で、教育
次長が定める。 ) 。

校長

2 学校支援
員、

次に掲げる業務につき、校長が指定するこ
と。

(1) 授業で用いる教材を印刷、複写及び製本
し、整頓すること。

(2) 宿題等の提出物を確認すること。
(3) 採点を補助すること。
(4) 周知用媒体の作成を補助すること。
(5) 集金を補助すること。
(6) 物品の整理を補助すること。
(7) 図書の貸出し及び配架を補助すること。
(8) その他校長が業務上必要と認めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、4時間以
内とし、午前 8時から午
後 1時までの間で、教育
次長が定める。

校長
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3 特別支援
教育助手

次に掲げる業務につき、校長が指定するこ
と。

(1) 特別な配慮を要する児童に対し、その状
況に応じて、個別の学習指導、生活指導及び
進路指導を行うこと。
(2) 特別な配慮を要する生徒に対し、その状
況に応じて、個別の学習指導、生徒指導及び
進路指導を行うこと。
(3) 児童又は生徒の支援に関する情報を共有
すること。

(4) その他校長が業務上必要と認めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、5時間45
分以内とし、午前 8時か
ら午後 3時までの間で、
教育次長が定める。

校長

4 工C T 支

援員
次に掲げる業務につき、校長が指定するこ
と。

(1) 情報機器の設定、点検及び保守を行うこ
と。

(2) 授業で用いる教材の作成を補助するこ
と。

(3) 児童又は生徒に対する情報機器等の取扱
いの指導を補助すること。
(4) その他校長が業務上必要と認めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、5時間45
分以内とし、午前 8時か
ら午後 3時までの間で、
教育次長が定める。

校長

5 心の教室
施設指導員

次に掲げる業務につき、学校教育課長が指定
すること。

(1) 不登校又は不登校の傾向にある児童又は
生徒の集団生活への適応指導、生活指導及び
教科指導の補助を行うこと。
(2) 児童又は生徒の支援に関する情報の提供
及び共有を行うこと。
(3) その他学校教育課長が業務上必要と認め
るこ と。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、5時間45
分以内とし、午前 8時30
分から午後 3時までの
間で、教育次長が定め
る。

学校教
育課長

6 ことばの

教室指導員
次に掲げる業務につき、学校教育課長が指定
すること。

(1) 言語の訓練が必要又は必要と思われる児
童又は生徒に対する言語指導の補助を行う
こ と。

(2) 児童又は生徒の支援に関する情報の提供
及び共有を行うこと。
(3) その他学校教育課長が業務上必要と認め
るこ と。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、5時間45
分以内とし、午前 8時 30
分から午後 3時30分ま
での間で、教育次長が定
め る。

学校教
育課長

7 語学指導
員、

次に掲げる業務につき、学校教育課長が指定
すること。

(1) 外国語指導助手 (南島原市招致外国青年
任用規則 (平成18年南島原市規則第54号)第
2条第 2号に規定する外国語指導助手をい
う。)及び英語指導助手 (南島原市英語指導
助手任用規則 (平成28年南島原市教育委員会
規則第19号)第 2条第 1号に規定する英語指
導助手をいう。)の役割を小学校及び中学校
に周知すること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 7時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る。

学校教
育課長
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(2) 小学校又は中学校から要請された語学指
導の支援内容を外国語指導助手又は英語指
導助手に伝えること。
(3) 外国語指導助手及び英語指導助手が、小
学校又は中学校において従事する日程を調
整すること。
(4) 通訳を行うこと。
(5) 外国語指導助手及び英語指導助手を輸送
すること。

(6) 外国語指導助手及び英語指導助手の入国
又は出国の手続を補助すること。
(7) 外国語指導助手及び英語指導助手の住居
その他生活上の手続を支援すること。
(8) その他学校教育課長が業務上必要と認め
るこ と。

8 社会教育
指導員

次に掲げる業務につき、生涯学習課長が指定
すること。

(1) 生涯学習事業及び公民館事業を立案し、
会場の確保、講師等の調整、案内文書の作成、
発送等を行うこと。
(2) 生涯学習事業及び公民館事業を実施し、
又はその実施を補助すること。
(3) 施設の使用申込を受理し、使用料を徴収
し、及び許可書を交付すること。
(4) 施設の使用簿を整理すること。
(5) 物品、器材等の貸出しを行うこと。
(6) 施設内に広報物等を掲示すること。
(7) 施設、設備等を点検し、異常を発見した
ときに報告すること。
(8) 施設、設備等の軽微な補修を行うこと。
(9) 関係機関及び団体と情報共有し、連携及
び調整を図ること。
(10) 文書を収受及び進達し、また、配布する
こ と。

(11) 支出命令書を起票すること。
(12) その他生涯学習課長が業務上必要と認
めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 8時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る。

生涯学
習課長

9 図書館長 次に掲げる業務につき、生涯学習課長が指定
すること。

(1) 図書館司書及び図書館司書補助員の服務
を把握すること。
(2) 図書館司書及び図書館司書補助員の健康
状態を把握すること。
(3) 図書館司書及び図書館司書補助員の研修
を立案し、及びその実施を補助すること。
(4) 図書館司書及び図書館司書補助員の勤務
の日程を調整すること。
(5) 図書館要覧等の資料の作成を補助するこ
と。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 9時40
分から午後 8時 10分ま
での間で、教育次長が定
め る。

生涯学
習課長
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(6) 貸出し及び閲覧に用いる図書、視聴覚資
料等を選定すること。
(7) 寄贈の図書及び刊行物を受け入れるこ
と。

(8) 書籍等を貸し出し、及び返却を受けるこ
と。

(9) 書籍等を配架及び除籍すること。
(10) 書架の状態を点検し、整頓すること。
(11) 書籍等を補修すること。
(12) 講座等を立案し、会場の確保、講師等の
調整、案内文書の作成、発送等を行うこと。
(13) 講座等を実施し、又はその実施を補助す
るこ と。

(14) 日報等の統計資料を作成すること。
(15) 関係機関及び団体と情報共有し、連携及
び調整を図ること。
(16) 文書を収受及び進達し、また、配布する
こ と。

(17) 予算の執行状況を把握すること。
(18) 書類の印刷、複写及び製本を行うこと。
(19) 書類及び物品を整頓すること。
(20) 情報機器を操作し、情報を入力するこ
と。

(21) 施設、設備等を点検し、異常を発見した
ときに報告すること。
(22) 施設、設備等の軽微な補修を行うこと。
(23) 施設、設備等を見回り、戸締りを行うこ
と。

(24) その他生涯学習課長が業務上必要と認
めること。

生涯学
習課長

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 9時40
分から午後 8時 10分ま
での間で、教育次長が定
め る。

10 図書館司
書

次に掲げる業務につき、生涯学習課長が指定
すること。

(1) 図書館司書及び図書館司書補助員の服務を
取りまとめること。
(2) 図書館司書及び図書館司書補助員の健康状
態を取りまとめること。
(3) 図書館司書及び図書館司書補助員の勤務
の日程を調整すること。
(4) 貸出し及び閲覧に用いる図書、視聴覚資料
等を選定すること。
(5) 寄贈の図書及び刊行物を受け入れること。
(6) 書籍等を貸し出し、及び返却を受けるこ
と。

(7) 書籍等を配架及び除籍すること。
(8) 書架の状態を点検し、整頓すること。
(9) 書籍等を補修すること。
(10) 講座等を立案し、会場の確保、講師等の調
整、案内文書の作成、発送等を行うこと。
(11) 講座等を実施し、又はその実施を補助する
こと。
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(12) 日報等の統計資料を作成すること。
(13) 関係機関及び団体と情報共有し、連携及び
調整を図ること。
(14) 文書を収受及び進達し、また、配布するこ
と。

(15) 支出命令書を起票すること。
(16) 予算の執行状況を把握すること。
(17) 書類の印刷、複写及び製本を行うこと。
(18) 書類及び物品を整頓すること。
(19) 情報機器を操作し、情報を入力すること。
(20) 施設内に広報物等を掲示すること。
(21) 施設、設備等を点検し、異常を発見したと
きに報告すること。
(22) 施設、設備等の軽微な補修を行うこと。
(23) 施設、設備等を見回り、戸締りを行うこと。
(24) その他生涯学習課長が業務上必要と認め
ること。

11 図書館司
書補助員

次に掲げる業務につき、生涯学習課長が指定
す ること。

(1) 書籍等を貸し出し、及び返却を受けるこ
と。

(2) 書籍等を配架及び除籍すること。
(3) 書架の状態を点検し、整頓すること。
(4) 書籍等を補修すること。
(5) 講座等を立案し、会場の確保、講師等の
調整、案内文書の作成、発送等を行うこと。
(6) 講座等を実施し、又はその実施を補助す
るこ と。

(7) 文書を収受及び進達し、また、配布する
こ と。

(8) 支出命令書を起票すること。
(9) 書類の印刷、複写及び製本を行うこと。
(10) 書類及び物品を整頓すること。
(11) 情報機器を操作し、情報を入力するこ
と 。 ,

(12) 施設内に広報物等を掲示すること。
(13) 施設、設備等を点検し、異常を発見した
ときに報告すること。
(14) 施設、設備等の軽微な補修を行うこと。
(15) 施設、設備等を見回り、戸締りを行うこ
と。

(16) その他生涯学習課長が業務上必要と認
めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 9時40
分から午後 8時 10分ま
での間で、教育次長が定
め る。

生涯学
習課長

12 B &G 海
洋センター
指導員

次に掲げる業務につき、スポーツ振興課長が
指定すること。
(1) マ リンスポーツ、 自然体験、水辺の安全

教室等の事業を立案し、会場の確保、講師等
の調整、案内文書の作成、発送等を行うこと。
(2) マ リンスポーツ、自然体験、水辺の安全

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 8時45
分から午後 5時 15分ま
での間で、教育次長が定
める。

スポー
ツ振興課
長
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教室等を実施し、又はその実施を補助するこ
と。

(3) 施設の使用申込を受理し、使用料を徴収
し、及び許可書を交付すること。
(4) 施設の使用簿を整理すること。
(5) 物品、器材等の貸出しを行うこと。
(6) 施設内に広報物等を掲示すること。
(7) 施設、設備等を点検し、異常を発見した
ときに報告すること。
(8) 施設、設備等の軽微な補修を行うこと。
(9) 関係機関及び団体と情報共有し、連携及
び調整を図ること。
(10) 文書を収受及び進達し、また、配布する
こ と。

(11) その他スポーツ振興課長が業務上必要
と認めること。

スポー
ツ振興課
長

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 8時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る。

次に掲げる業務につき、スポーツ振興課長が
指定すること。
(1) 廃校になった施設の利活用の方法を立案
すること。

(2) 廃校の利活用情報を収集すること。
(3) 関係機関及び団体と情報共有し、連携及
び調整を図ること。
(4) 施設内に広報物等を掲示すること。
(5) 施設、設備等を点検し、異常を発見した
ときに報告すること。
(6) 施設、設備等の軽微な補修を行うこと。
(7) 施設、設備等を見回り、戸締りを行うこ
と。

(8) その他スポーツ振興課長が業務上必要と
認めること。

13 廃校活用
フoランナー

文化財
課長

次に掲げる業務につき、文化財課長が指定す
るこ と。

(1) 歴史民俗資料の収集、分類及び研究を補
助すること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 8時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る。

14 歴史民俗
資料館長

(2) 企画展等を立案し、実施すること。
(3) 展示物及び所蔵品の貸出し、又は借受け
を補助すること。
(4) 関係機関及び団体と情報共有し、連携及
び調整を図ること。
(5) 入場料を保管すること。
(6) 展示物等について説明すること。
(7) 施設の使用簿を整理すること。
(8) 物品、器材等の貸出しを行うこと。
(9) 展示物、所蔵品等を点検し、異常を発見
したときに報告すること。
(10) 施設、設備等を見回り、戸締りを行うこ
と。

(11) 一般作業員の服務を把握すること。
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(12) その他文化財課長が業務上必要と認め
るこ と。

15 学芸員 次に掲げる業務につき、文化財課長が指定す
る こと。

(1) 発掘作業を指導すること。
(2) 出土した遺物等を整理し、調査すること。
(3) 発掘調査報告書を作成すること。
(4) 発掘作業員及び一般作業員の服務を把握
すること。

(5) その他文化財課長が業務上必要と認める
こ と。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 8時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る。

文化財
課長

16 発掘作業
員、

次に掲げる業務につき、文化財課長が指定す
る こ と。

(1) 遺物包含層を掘削すること。
(2) 遺物及び遺構を検出すること。
(3) 測量を補助すること。
(4) その他文化財課長が業務上必要と認める
こ と。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、5時間45
分以内とし、午前 8時か
ら午後 5時までの間で、
教育次長が定める。

文化財
課長

17 一般作業

員(歴史民俗
資料館に従
事する場合)

次に掲げる業務につき、文化財課長が指定す
るこ と。

(1) 入場料を徴収すること。
(2) 来訪者を案内すること。
(3) 施設内に広報物等を掲示すること。
(4) 施設、設備等を点検し、異常を発見した
ときに報告すること。
(5) 指定された場所の清掃及び枝のせん定を
行 うこと。

(6) ごみ、雑草等を除去し、物品等を整頓す
るこ と。

(7) 施設、設備等の軽微な補修を行うこと。
(8) その他文化財課長が業務上必要と認める
こと。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 8時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る 。

文化財
課長

18 一般作業

員(文化財の
整理に従事
する場合)

次に掲げる業務につき、文化財課長が指定す
る こ と。

(1) 出土した遺物の洗浄、注記、接合、実測、
及び製図を行うこと。
(2) 出土した遺物等の調査を補助すること。
(3) 情報機器を操作し、情報を入力すること。
(4) その他文化財課長が業務上必要と認める
こ と。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、5時間45
分以内とし、午前 8時か
ら午後 5時までの間で、
教育次長が定める。

文化財
課長

19 一般作業

員 (外国語指
導助手及び
英語指導助
手の輸送に
従事する場
合)

次に掲げる業務につき、学校教育課長が指定
すること。

(1) 外国語指導助手及び英語指導助手を輸送
すること。

(2) その他配学校教育課長が業務上必要と認
めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、3時間30
分以内とし、午前 7時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る。

学校教
育課長

20 一般作業
員 (その他の

次に掲げる業務につき、配属された課又は室
の長が指定すること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30

配属さ
れた課又
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作業に従事
する場合)

(1) 指定された場所の清掃及び枝のせん定を
行 うこと。

(2) ごみ、雑草等を除去し、物品等を整頓す
るこ と。

(3) 施設、設備等の軽微な補修を行うこと。
(4) その他配属された課又は室の長が業務上
必要と認めること。

分以内とし、午前 7時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る。

は室の長

21 一般事務

員 (図書館に
従事する場
合)

次に掲げる業務につき、生涯学習課長が指定
す ること。

(1) 書籍等を貸し出し、及び返却を受けるこ
と。

(2) 書籍等を配架及び除籍すること。
(3) 書架の状態を点検し、整頓すること。
(4) 書籍等を補修すること。
(5) 講座等を実施し、又はその実施を補助す
るこ と。

(6) 文書を収受及び進達し、また、配布する
こ と。

(7) 書類の印刷、複写及び製本を行うこと。
(8) 書類及び物品を整頓すること。
(9) 情報機器を操作し、情報を入力すること。
(10) 施設内に広報物等を掲示すること。
(11) その他生涯学習課長が業務上必要と認
めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 9時40
分から午後 8時10分ま
での間で、教育次長が定
める。

生涯学
習課長

22 一般事務

員 (その他の
事務に従事
する場合)

次に掲げる業務につき、配属された課又は室
の長が指定すること。
(1) 書類の印刷、複写及び製本を行うこと。
(2) 情報機器を操作し、情報を入力すること。
(3) 書類及び物品を整頓すること。
(4) その他配属された課又は室の長が業務上
必要と認めること。

1 日の勤務時間は、休
憩時間を除き、7時間30
分以内とし、午前 8時30
分から午後 5時までの
間で、教育次長が定め
る。

配属さ
れた課又
は室の長



議案第2 0号

南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する
取扱規程の一部を改正する訓令について

提案理由

令和 2年 4月 1日施行の地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律 (平成
29年法律第29号) による特別職非常勤職員に係る任用要件の厳格化に伴い、所要の改
正を行うもの。

令和 2年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取扱規程の

一部を改正する訓令

南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取扱規程 (平成

22年南島原市教育委員会訓令第 1号)の÷部を次のように改正する。

第1条中「非常勤職員及び臨時職員」を「会計年度任用職員及び臨時的任用職員」に改め

る。

附 則

この訓令は、令和 2年 4月 1日から施行する。
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南島原市立小 ・中学校に勤務する職員の自家用車による公務旅行に関する取扱規程の- 部を改正する訓令 新旧対照表
新 旧

樋!旨)
第1条 この訓令は、南島原市立小・中学校に勤務する職員 (市町村立学校職員給与負
担法 (昭和23全科薪律第135号)第 1条に規定する職員で会計年度任用職員及び臨時的
任用職員を除く。以下「職員」という。)が、自己のためのラ蔚行の用に供する自動車
(道路運送車両法 (昭和26年法律第185号)第2条第2項に規定する自動車をいう。
以下「自家用車」という。) により公務旅行する場合の取扱いについて、必要な事項
を定めるものとする。

樋≧旨)
第1条 この訓令は、南島原市立小・中学校に勤務する職L員 (市町村立学校職員給与負
担法 (昭和23年法律第135号)第 1条に規定する職員で非常勤職員及び臨日邦哉員を除
く。以下「耳龍員」という。)が、自己のための運勤行の用に供する自動車 (道路運送車
両法 (昭和26全戸だ窺律第185号)第 2条第 2項に規定する自動車をいう。以下「自家用
車」という。) により公務旅行する場合の取扱いについて、必要な事項を定めるもの
とする。
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○南島原市立小・中学校に勤務する所灘員の自家用車による公務旅行に関する取圭鷲巌呈
平成22年 3月26日教育委員会訓令第 1号

南島原市立小・中学校に勤務する節灘員の自家用車による公務旅行に関する取端及規訴呈
　　　　
第 1条 この訓令は、南島原市立小・中学校に勤務する職員 (市町村立学校職員給与負担法
(昭和23年法律第135号)第1条に規定する職員で会計年度任用職員及び臨時白研壬用職員を
除く。以下「所灘員」という。)が、自己のための運勤行の用に供する自動車 (道路運送車両法
(昭和26年法律第185号)第 2条第 2項に規定する自動車をいう。以下「自家用車」とい
う。) により公務旅行する場合の取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。
(自家用車の登鯵調
第2条 職員は、公務旅行に自家用車を使用しようとする場合には、使用する自家用車につい
て公務旅行に使用する自家用車登臨を申請書 (様式第1号)により、あらかじめ旅行命令権者
に申請し、その登晦をを受けておかなければならない。登臨そを受けた事項に変更が生じた場合
も同様とする。
(登晦…の要件)
第3条 登臨ヒする自家用車は、次の各号のいずれの要件にも該当するものでなければならない。
(1) 職員又は1親等内の親族が所有 (割賦販売法 (昭和36年法律第159号)による割賦販
売等により購入し、所有権が留保されているものを含む。)する自動車であること。
(2) 自動車損害貝剖欝呆障聾去 (昭和30年法律第97号)による保険 (以下「自賠責保険」とい
う。)のほか、対人補償無制限及び対物ネ献賞500万円以上 倹」責金額なし)の任意保険に
加入していること。

(申請)
第4条 公務旅行に自家用車を使用しようとする串鵬員は、公務旅行の都度、自家用車使用申請
(承認)簿 (様式第2号)により申請し、旅行命令権者の承認を受けなければならない。た
だし、旅行命令権者が指定した出張同又は出張計画書等が自家用車使用申請 (承認)簿の内
容を満た÷弗場合は、自家用車使用申請 (承認)簿に代えることができる。
(承認及び不承認)
第5条 旅行命令権者は、前条の規定による申請があった場合は、原則として、県内の公務旅
行に限り、次の各号のいずれの要件にも該当する場合は、自家用車の使用を承認することが
できる。この場合において、旅行命令権者は、自家用車の使用を承認するときは、自家用車
使用申請 (承認)簿 (様式第2号)の旅行命令権者承認欄に押印するものとする。
(1)晴巌員自らの申出があった場合
(2) 公共交通誹幾関を利用できない場合又は公共交通誹幾関を利用するよりも特に効率的で円
滑な公務の遂行が可能であると判断される場合
(3) 借上車を利用することが困難又は不琉;合な場合
(4) 公用車を利用できない場合
2 旅行命令権者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、自家用車d吏用を承認してはな
らない。

(1)断灘員が傷病、過労、目郵民不足その他の理由により、正常な運転ができる状態にない場
合
(2)晴巌員が自動車運鴎撃畝!許取得後1年未満である場合又は運聾畔霊験が浅く、運鴎岡封術が未
熟である場合
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(3)耶麓員が運鴎ち所ョ務のみを行う目的で公務旅行する場合
(4)断龍員が公務旅行する耶灘員以外の者 (公務に関連する者を除く。)を同乗させる場合
(5) 自家用車が十分な点検・整備を受けていないと認められる場合
(6) その他、職員に自家用車を運堕転させることが適当でないと判断される場合
(同乗による公務旅行)
第6条 旅行命令権者は、公務旅行に自家用車を使用することについて申請があった職員と用
務地が同一方向である他の耶鵬員から、当該自家用車に同乗して公務旅行をすることについて
申請があった場合で、業務遂行上効率的であると認められるときは、これを承認することが
できる。

2 前項の場合においては、前 2条の規定を準用する。
3 自家用車使用の公務旅行は、原則として児童・生徒の同乗を認めない。ただし、やむを得
ない場合は、この限りでない。
の徒費の支給)
第7条席龍員の旅費は、市町村立学校所巌員給与負担法、職員の旅費に関する条例 (昭和29年長
崎県条例第47号)及び市町村立学校職員の旅費に関する条例 (昭和29年長崎県条例第僻号)
の定めるところにより長崎県が支給するものとする。
(交通事故の処理等)
第8条 公務旅行に自家用車使用の承認を受けた晴巌員 (以下「承認を受けた串競員」という。)
が、旅行中に交通事故の当事者となった場合は、道路交通法 (昭和35全戸≧癌律第105号)第72
条第 1項に規定する必要な措置を講ずるとともに、直ちに旅行命令権者に報告しなければな
らない。

(損害貝剖賞等)
第9条 承認を受けた職員が旅行中に交通事故を起こし、第三者に損害を与えた場合において、
相手方の物的損害に対する損害貝剖鴬額が強制保険及び任意保険の保険金額を超えるときは、
市がその超える額を負担するものとする。
2 前項の交通事故が職員の故意又は重大な過失等により起きたものとして、市において求償
権を才刊吏する決定がなされた場合は、当該職員に対して、市の損害貝部員鴬額の範囲で求償権を
キ刊吏することとする。
第10条 承認を受けた所灘員が旅行中に交通事故を起こした場合において、所磯員の故意又は重大
な過失等により起きたものを除き、自家用車の損害に係る修繁讃が任意保険のf期倹金額を超
えるときは、長崎県がその超える額を負担するものとする。
第11条 承認を受けた職員が旅行中に負傷し、又は死亡した場合は、t也方公務員災害補償法
(昭和42年法律第121号)に定めるところによりネ献賞するものとする。
(承認を受けない自家用車の公務舞吏用)
第12条 職員が旅行命令権者の承認を受けずに自家用車を公務に使用し、交通事故等を起こし
た場合は、長崎県及び柿は、その責任を÷切負わないものとする。
(その他)
第13条 この訓令の施行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。
附 則
この訓令は、平成22年 4月 1日から施行する。
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様式第1号 (第2条陵雛系)
(表面)

決

裁

校 長 教 頭 受 理 年 月 日

決 裁 年 月 日

登 録 承認 ・ 不承認

年 月
南島原市立 学校長 様

所 風

氏 名 敏

公務旅行に使用する自家用車登録申請書

公務旅行に使用する自家用車について、「南島原市立小・中学校に勤務する職員の自家用車による公務
旅行に関する取扱」の規定により、関係書類を添えて申請します。

1. 運 転 免 許 免許の種類

取得年月日

有 効 期 限

条 件 等

2. 使 用 車 両 車 種

登 録 番 号

車検有効期限

3. 自賠責保険 証明書番号

契 約 先

保 険 期 間 ・

4. 任 意 保 険 証 券 番 号

契 約 期 間

保 険 期 間

保 険 金 額
対 人 円

対 物 円

備考 この申請書には、運転免許証、自家用車検査証、自賠責保険及び任意保険の証書の各写しを
添付すること。
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様式第 1号 (第 2条関係)

自家用車登録事項変更申請書

自家用車登録事項に変更が生じましたので、関係書類を添えて変更申請します。

決 裁 変 更
申 請
年月日
変更事項

変更後の

内 容

申請者
印
受 理
年月日
決 裁
年月日

登 録

校長 教頭 承認・不承認

承認・不承認

承認・不承認

承認・不承締

承認・不承泥

承認・不承認

承認・不承泥

承継・不承認

承認 ・不承認

承認・不承認

承継 ・不承認

承認・不承認

承継 ・不承認

備考 この変更申請書には、登録事項の変更内容がわかる書類の写しを添付すること。
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簿

7
十

様式第2号悌檎4条、第5条陵雛約
家

申請年月 u
運転者 転

乗
別

運
同
の

用 務 旅行期間 用務州 鏑
繍
断
嚇

備 考
職 名 氏 名 ◎

u
日
間hHH

月
月

目
至

=]

月
月

白
華

u
日
間HHH

月
月

目
至

日
日
脚

月
H

白
至

日
日
間日【

月
月

目
至

日
u
醐

月
月

白
至



議案第 21 号

南島原市世界遺産推進本部設置要綱の一部を改正する訓令について

提案理由

令和 2年 4月 1日に予定する機構組織の改編並びにさらなる関係部局の相互の緊密
な連携の確保及び推進に係る事業の円滑かつ効果的な運用を図るために所要の改正を
行 うもの。

令和 2年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市世界遺産推進本部設鱈重要綱の一部を改正する訓令

南島原市世界遺産推進本部設鱈ぎ【要綱 (平成20年南島原市訓令第25号)の÷音=を次のよう

に改正する。

第 3条第 4項中「水道酷部長」を「環戴に道酷部長」に改め、「教育次長」の次に「、議会

事務局長」を加える。

附 則

この訓令は、令和 2年4月 1日から施行する。
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南島原市世界遺産推進本部設置要綱の一部を改正する訓令 新旧対照表
新 旧

係軸爾
第3条 (略)
2 ・3 (略)

4 本部員は、総滋;部長、地域振興部長、市民生活部長、福ネ雌約健部長、農林水産部
長、建設部長、禦戴k道部長、教育次長、議会事務局長及び農業委員会事務局長をも
って充てる。

係野繊
第3条 (略)
2 ・3 (略)

4 本部員は、総羅努部長、地域振興部長、市民生活部長、福ネ出納健部長、農林水産部
長、建設部長、水道部長、教育次長及び農艶美委員会事務局長をもって充てる。
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0南島原市世界遺産推進本部設躍ま要綱
平成20年4月4日訓令第25号

改正
平成25年4月 1日訓令第 7号
平成27年4月 1日訓令第4号
平成27年 7月30日訓令第19号
平成29年 2月14日訓令第 1号
平成29年 6月30日訓令第11号
平成31年 3月28日訓令第40号

南島原市世界遺産推進本部設鱈董ま要綱
(設爺誓)
第 1条 長崎と天勤也方の潜伏キリシタン関連遺産の世界遺産推進を目的として、醍詐系部局の
相互の緊密な連携の確保及び推進に係る事業の円滑かつ効果的な運用を図るために、南島原
市世界遺産推進本部 (以下「推進本部」という。)を設鑓ける。
　　　　　　
第2条 推進本部は、前条の目的のために、次に掲げる事項を月姉草する。
(1) 長崎と天斡也方の潜伏キリシタン関連遺産の世界遺産推進のための各部局間の調整に
関すること。
(2) その他必要な事項に関すること。
　　　
第3条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって糸聯哉する。
2 本部長は、市長をもって充てる。
3 副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。
4 本部員は、総務券部長、士物卵振興部長、市民生活部長、福≧細勲障部長、農林水産部長、建設
部長、震動的道酷部長、教育次長、議会事務局長及び農業委員会事務局長をもって充てる。
(本部長及び副本部長)
第4条 本部長は、推進本部の会務を総連!し、推進本部を代表する。
2 副本部長は、本部長をネ献左し、本部長に事故があるときは、副市長、教育長の順彰序により、
その耶哉務を代理する。
(本部会議)
第5条 推進本部の会議 (以下「本部会議」という。)は、本部長が招集し、その議長となる。
2 推進佳本部は、必要があると認めるときは、本部会議に陵雛系人の出席を求め、その意見又は
説明を聴くことができる。
(幹錘陰△)
第6条 世界遺産推進麹こ係る事業の進行管理及び総ミ合調整を円滑に進めるために、推進本部に
幹錘陰△を置く。
2 幹錘桧△は、幹錘F長、副幹錘F長及び幹事をもって組織する。
3 幹錘F長及び喜一幹錘F長は、本部長が指名する。
4 幹無事は、幹錘F長が指名する。
5 幹錘F長は、幹錘桧△の会務を掌理し、幹錘陰△を代表する。
(幹錘陰△の会議)
第7条 幹錘桧△の会議は、幹錘F長が必要に応じて招集し、その議長となる。
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(幹錘陰△の報告)
第8条 幹錘桧△で協議した事項は、必要に応じて推進本部に報告するものとする。
(部会)
第9条幹錘陰△は、必要に応じて、世界遺産推進に係る事業の進行管理及び総合調整を円滑に
進めるために、部会を置く。
2 部会は、部会長及び部会員をもって組織する。
3 部会長は、幹錘F長が指名する。
4 部会員は、部会長が指名する。
5 部会長は、部会の会務を掌理し、部会を代表する。
(部会の会議)
第10条 部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。
2 部会は、必要があると認めるときは、部会の会議に陵雛系人の出席を求め、その意見又は説
明を聴くことができる。

(部会の報告)
第11条 部会で協議した事項は、必要に応じて幹挿絵△に報告するものとする。
　　　　　　
第12条 推進本部及び幹錘陰△の庶務は、教育委員会事務局世界遺産推進室において処理する。
2 部会の庶蕉務は、部会長の属する所属において処理する。
(委任)
第13条 この訓令に定めるもののほか、推進本部の運営について必要な事項は、本部長が定め
る。

附 則
この訓令は、平成20年 4月 4日から施行する。
附 則 (平成25年4月1日訓令第7号)
この訓令は、平成25年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成27年4月1日訓令第4号)
この訓令は、平成27年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成27年 7月30日訓令第19号)
この訓令は、平成27年 7月30日から施行する。
附 則 (平成29年 2月14日訓令第 1号)
この訓令は、平成29年 2月14日から施行する。
附 則 (平成29年 6月30日訓令第11号)
この訓令は、平成29年 6月30日から施行する。
附 則 (平成31年 3月28日訓令第40号)
この訓令は、平成31年 4月 1日から施行する。
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議案第 2 2号

教育財産の用途廃止について

提案理由
次の土地・建物の教育財産としての用途を廃止し、市長部局へ普通財産として所管換

えしたいので、教育委員会の意見を求める。

令和 2年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二

1、用途廃止する財産

南島原市北有馬町乙46 2番地

建物 延べ725 ボ (旧坂下小学校校舎1階摘B分及び体育倉庫)
土地 5,8 0 9請

2、用途廃止する期日

令和 2年 3月 31 日
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議案第 2 3号

学校医の変更について

提案理由

学校保健安全法第 2 3条に基づき、

令和 2年 3月 2 6日提出

学校医を変更したいので提案する。

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



令和2年度南島原市小学校・中学校学校医名簿

町名 学校名 学校医 院名 院住所 摘要

深 江 町

深 江 小 学 校 城野 健児 しろの医院 南島原市深江町丙540‐1

小 林 小 学 校 布井 清児 布井内科医院 南島原市深江町丙637

大野木場小学校 泉川 欣一 泉川病院 南島原市深江町丁2405

深 江 中 学 校 泉川 卓也 泉川病院 南島原市深江町丁2405

布 津 町

布 津 小 学 校 明島 淳民 明島整形外科医院 南島原市布津町乙1859‐2

飯 野 小 学 校 常岡 伯紹 つねおかクリニック 南島原市有家町久保21‐1

布 津 中 学 校 明島 淳民 明島整形外科医院 南島原市布津町乙1859‐2

有 家 町

有 家 小 学 校 池田重成 池田循環器科内科 南島原市有家町山川347‐1

蒲 河 小 学 校 内田 信三 内田医院 南島原市西有家町須川1666-1

新 切 小 学 校 常岡 伯紹 つねおかクリニック 南島原市有家町久保21‐1

堂 崎 小 学 校 常岡 伯紹 つねおかクリニック 南島原市有家町久保21-1

有 家 中 学 校 坂上 和平 坂上整形外科医院 南島原市有家町山川378‐エ

西 有 家 町

西有家小学校

永田 進一 永田内科泌尿器科医院南島原市西有家町須川61‐2

磯野 潔 いその産婦人科医院 南島原市西有家町須川1792

伊崎 祐介 伊崎医院 南島原市西有家町里坊118

西有家中学校
石川 和仁 石川内科医院 南島原市西有家町里坊25-1

伊崎 祐介 伊崎医院 南島原市西有家町里坊118

北 有 馬 町
有 馬 小 学 校 佐藤 哲也 北有馬クリニック 南島原市北有馬町己760‐I

北有馬中学校 佐藤 克昭 さとう内科医院 南島原市北有馬町丁33‐I

南有 馬 町
南有馬小学校 中村 研二 中村医院 南島原市南有馬町乙2274

南有馬中学校 本多 哲矢 本多南光堂医院 南島原市南有馬町丁410

口 之 津 町
口之 津小学校 池永 健 口之津病院 南島原市口之津町丁5615

口之津中学校 植木 英祐 植木内科医院 南島原市口之津町甲1642

加 津佐 町

加津佐小学校 栗原 公太郎 栗原医院 南島原市加津佐町己3089-I

野 田 小 学 校 森 礼史 森医院 南島原市加津佐町己3259‐I

加津佐中学校 森 礼史 森医院 南島原市加津佐町己3259‐I



議案第 2 4号

南島原市スポーツ推進委員の委嘱について

提案理由

スポーツ基本法第 3 2条第 1項並びに南島原市スポーツ推進委員に関する規則第 4
条の規定により提案する。

令和 2年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市スポーツ推進委員名簿
【所管 :教育委員会スポーツ振興課】

委員会等の名称 南島原市スポーツ推進委員 定数80名以内
【80名】

No 氏 名
任期 備 考始期 終期

11 井口 広昭 R2,4.1 R4.3.31 継続

2 福田 亮司 R2,4,1 R4.3.31 継続

3 福田 美智代 R2.4,1 R4.3.31 継続

4 岩永 真由美 R2.4.1 R4.3.31 継続

5 氏原 巧 R2.4,1 R4.3.31 継続

6 栗原 雄一郎 R2.4,1 R4.3.31 継続

7 酒井 正光 R2.4,I R4.3.31 継続

8
ヤマサキ リョウ
山崎 亮 R2.4.I R4.3.31 継続

9 藤村 誠也 R2.4. エ R4.3.31 継続

10 坂田 好伸 R2.4.1 R4.3.31 新規 (前任者の辞任による)

11 井村 武弘 R2.4.1 R4,3.31 継続

12 田口 克哉 R2.4.1 R4,3.31 継続

13 高田 員紀子 R2.4.I R4.3,3 エ 継続

14 ヤマモト ヨシヒデ
山本 由秀 R2,4.I R4.3.31 継続

15 多比良 卓見 R2,4,I R4.3.31 継続

16 野田 香代 R2,4.I R4.3.31 継続
17 演田 秀人 R2.4.I R4.3.31 新規 (前任者の辞任による)

18 松尾 将司 R2.4.I R4.3.31 新規 (前任者の辞任による)

19 平 靖恵 R2.4.1 R4.3.31 新規 (前任者の辞任による)

20 定方 弘一 R2.4.I R4.3.31 新規 (前任者の辞任による)

21 草野 康弘 R2.4,1 R4.3.31 継続

22 中村 朋子 R2.4.I R4.3.31 継続

23 佐 木々 和浩 R2.4,I R4.3.31 継続

24 菅 健治 R2.4,I R4.3.31 継続

25 林田 智子 R2.4.I R4.3.31 継続

26 川ロ 渉 R2.4.1 R4.3.31 継続

27 常岡 淳一郎 R2.4,I R4,3.31 継続

28 本村 友香 R2.4.I R4,3.31 継続

29 誓ガ 蔽洋ウ R2.4.1 R4,3.31 継続

30 永友 直樹 R2.4.I R4.3.31 継続

31 竹市 保徳 R2.4.I R4,3.31 継続

32 小松 久勝 R2.4.I R4.3.31 継続

33
ササダ ケイスケ
笹田 圭祐 R2,4.I R4,3.31 継続

34 山村 光秋 R2.4.I R4.3.31 継続

35 中村 哲也 R2.4.I R4,3,31 継続

36
ウラベ ムネチカ
浦部 宗近 R2.4.1 R4,3.31 継続

37 笹田 真二 R2,4.1 R4,3.31 継続

38 谷ロ 誠 R2.4.1 R4.3.31 継続

39 末永 武之 R2.4.I R4,3.31 継続

40 高木 三成 R2,4.1 R4.3.31 継続

1↓

R2.4.1 現 在



南島原市スポーツ推進委員名簿
【所管 :教育委員会スポーツ振興課】

委員会等の名称 南島原市スポーツ推進委員 定数80名以内
【80名】

No 氏 名
任期 備 考始期 終期

41 磁議婁暮し R2.4.1 R4,3,31 継続

42 川上 弘昭 R2.4.1 R4,3,31 継続

43 山奥 博文 R2.4.I R4.3.31 継続

44 梶原 光幸 R2.4,1 R4.3.31 継続

45
イケダ タカマサ
池田 崇将 R2.4,I R4.3,31 続

46 伊藤 孝司 R2.4,I R4.3.31 続

47 藤原 一彦 R2,4.I R4.3.31 継続

48
カジワラ イサム
梶原 勇 R2.4.I R4,3.31 継続

49 松本 添花 R2.4.I R4.3,31 継続

50 相川 真美 R2.4.I R4,3,31 継続

51 坂ロ 健一郎 R2.4.1 R4,3.31 継続

52 田浦 誠 R2.4.1 R4,3.31 継続

53 松尾 主君 R2.4.1 R4,3,31 継続

54 隈部 伊都子 R2.4,I R4.3,31 継続

55
ハヤシダ ケイコ
林田 佳子 R2.4,1 R4.3.31 継続

56
タウラ セイゴウ
田浦 正剛 R2.4,1 R4.3.31 継続

57 磯野 正文 R2.4,1 R4.3.31 継続

58 山口 紘範 R2.4,I R4.3.31 継続

59
イケグ ショウヘイ
池田 正平 R2.4.1 R4.3.31 継続

60 鳥居 健太 R2.4,I R4.3.31 継続

61 有村 俊男 R2.4.1 R4.3.31 継続

62 島崎 兼- R2.4.I R4.3.31 継続

63
シオタ ジュンイチ
塩田 純一 R2.4,1 R4.3.31 継続

64 高見 聡子 R2.4,I R4.3.31 継続

65 湯田 恵梨香 R2.4,1 R4.3.31 継続

66 小林 智佳 R2,4,1 R4.3.31 継続

67 山崎 篤 R2.4,I R4.3.31 継続

68 大平 亜紀 R2.4.1 R4.3.31 継続

69 山下 誠一 R2,4,I R4.3.31 継続

70 小林 凌雅 R2.4.I R4,3.31 新規(前任者の辞任による)

71 柴田 良和 R2,4.I R4.3.31 継続

72
イシカワ エイジ
石川 景士 R2.4.1 R4.3.31 継続

73
カワタ コ
川田 とも子 R2,4,1 R4,3.31 継続

74
カネ汐 マリコ
兼田 員理子 R2.4.1 R4,3.31 継続

75 石ロ よとみ R2,4,I R4.3.31 継続

76 岡本 圭一 R2.4.I R4.3.31 継続

77 伊藤 公貴 R2.4,1 R4.3.31 継続

78
オオヒラ ジュンイチ
大平 順一 R2.4.I R4.3.31 継続

79 原ノー1 俊郎 R2.4,1 R4.3,31 継続

80 荒木 亮 R2.4,1 R4.3.31 継続

R2.4.1 現 在
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議案第 2 5号

南島原市教育委員会事務局職員の辞令発令について

提案理由

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 18 条第 7項の規定により、別紙の者
に対し辞令を発令したいので、教育委員会の意見を求める。

令和 2年 3月 2 6日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市教育委員会事務局職員辞令交付対象者一覧

【退職者】

新 所 属 氏 名 旧 所 属

長崎県南島原市立有家中学校校長 谷ロ 誠志 教育委員会事務局学校教育課長兼指導主事

長崎県教育センター 田中 茂樹 教育委員会事務局学校教育課教育参事監兼指導主事

長崎県長崎市立西浦上中学校教諭 宮寄 和香 教育委員会事務局学校教育課主幹兼指導主事

長崎県南島原市立西有家小学校教諭 堤 知恵美 教育委員会事務局学校教育課参事兼指導主事

再任用退職 渡部 博 教育委員会事務局生涯学習課教育振興班主事(再任用)

(令和2年3月31日付)

【市長部局への出向者】 (令和2年4月1日付)

新 所 属 氏 名 旧 所 属

市民生活部長 深松 良蔵 教育委員会事務局教育次長

市民生活部北有馬支所長 末永 透 教育委員会事務局世界遺産推進室長

市民生活部北有馬支所参事(学芸員) 木村 岳士 教育委員会事務局文化財課参事(学芸員)

福祉保健部こども未来課北有馬こども園参事
(教諭) 本多 孝子 教育委員会事務局学校教育課北有馬幼稚園参事(教諭)
福祉保健部こども未来課北有馬こども園参事
(教諭) 林田 ひとみ 教育委員会事務局学校教育課北有馬幼稚園参事(教諭)

建設部管理課管理班参事 鬼塚 俊範 教育委員会事務局文化財課文化財班参事

市民生活部税務課副参事 太田 由紀 教育委員会事務局生涯学習課副参事

建設部建設課副参事 伊藤 哲朗 教育委員会事務局世界遺産推進室副参事

総務部人事課付主査 島原地域広域市町村
圏組合派遣 渡部 格輔 教育委員会事務局生涯学習課主査

福祉保健部こども未来課北有馬こども園調理
員(再任用) 居原 末子 教育委員会事務局学校教育課北有馬幼稚園用務員(再任用)

【市長部局等から教育委員会への転入者】 (令和2年4月1日付)

新 所 属 氏 名 旧 所 属

教育委員会事務局教育総務課長 苑田和良 総務部防災課長

教育委員会事務局文化財課長 岡野 博明 総務部南有馬支所長

教育委員会事務局学校教育課学校教育班
教育参事監兼指導主事 大草 修三 長崎県南島原市立大野木場小学校校長

教育委員会事務局学校教育課教育参事監
兼指導主事 山室 立 長崎県対馬市立佐須中学校校長

教育委員会事務局生涯学習課参事 小嶋 潤一 水道部上水道課参事

教育委員会事務局生涯学習課参事 菅 雄二 建設部建設課参事



新 所 属 氏 名 旧 所 属

教育委員会事務局学校教育課参事兼指導
主事 志岐 幸美 長崎県南島原市立飯野小学校教諭

教育委員会事務局学校教育課参事兼指導
主事 宮崎 哲 長崎県南島原市立北有馬中学校教諭

教育委員会事務局生涯学習課副参事 永吉 宏大 総務部人事課付副参事 島原地域広域市町村圏組合派遣

教育委員会事務局文化財課副参事 金子 修二 建設部建設課副参事

教育委員会事務局世界遺産推進室主事 永野 裕馬 市民生活部税務課主事

(令和2年4月1日付)【配置換又は昇格に伴う職員】

新 所 属 氏 名 旧 所 属

教育委員会事務局教育次長 栗田 -政 教育委員会事務局教育総務課長

教育委員会事務局世界遺産推進室長 松本 慎二 教育委員会事務局文化財課長

教育委員会事務局学校教育課長兼指導主
事 本村 英治 教育委員会事務局学校教育課学校教育班教育参事監兼指導主事
教育委員会事務局生涯学習課副参事(学芸
員) 荒木 伸也 教育委員会事務局文化財課副参事(学芸員)

教育委員会事務局文化財課文化財班副参
事 梶原 知治 教育委員会事務局生涯学習課副参事

(令和2年4月1日付)【兼任又は併任発令】

兼任又は併任内容 氏 名 所 属

公民館主事 荒木 伸也 教育委員会事務局文化財課副参事(学芸員)

公民館主事 小嶋 潤一 水道部上水道課参事
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